










❶ 太陽光・風力発電事業者

▶ 資金調達での課題（金融機関に対して）
◎ 信用力がなければ融資に消極的である
◎ 再生エネ事業に関する知識が不足している
◎ 政治的リスク（FIT制度継続など）が融資を消極的にしている
◎ ノンリコースローンやプロジェクトファイナンスの概念がない
◎ 事業主体が代わっても事業が成り立つことに関する理解が得られない
◎ 過去の融資で失敗経験を有する場合に融資に慎重である

❸ 地熱発電事業者（FIT制度前の事例）

▶ 資金調達での課題
◎ 融資額が事業費の1/2に限定された
◎ 残り1/2の融資先を確保する必要があった
◎ 地熱発電は国の電力政策に大きく影響を受ける
◎ 金融機関からの融資は、当初困難であり、ファンド系機関からの融資も検討した
◎ 県からの融資を受けることになり、金融機関からの融資が可能となった

▶ 資金調達での解決策
◎ 金融庁による金融機関への積極的融資の指導
◎ 金融機関の融資を円滑にするための県の政策明確化

❹ 木質バイオマス熱利用事業者

▶ 事業の課題
◎ 燃料の調達がネックになっている。価格と量を安定的に確保する必要が
  あるため、燃料の供給側と需要側で協力して進める必要がある

▶ 国に対する要望
◎ FITの活用による導入実績を増やしていくことが重要である

▶ 資金調達での解決策
◎ 10年以内に投資回収できることが望ましい

❷ 小水力発電事業者

▶ 資金調達での課題
◎ SPCを設立した場合に事業者の信用力を評価される
◎ 地元の証券でファンド設立が困難である
◎ その他、多数の利害関係者との調整が必要である
◎ 信用力のある企業の資金を活用し、地域振興につなげる方策を検討する必要がある
◎ 県外からの資本投入は地元の経済波及効果を期待できない
◎ 運営資金、自己資金の確保
◎ 金融機関は原則としてNPOには融資は行なわない

▶ 資金調達での解決策
◎ 県事業への公募により資金を確保

▶ 資金調達での解決策
◎ 信用力を5年間の実績で獲得、信用力のある企業の参画により獲得
◎ 金融機関トップへの説明
◎ モデル契約書やチェックリスト作成などにより金融機関をサポート

　九州・沖縄地域で地域資源を活用した発電・熱利用事業を実施している事業
者を対象として、資金調達に関してのヒアリングを行ないました。
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